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官民連携導入のきっかけ（柏市の事故例）

下水道 道路陥没（柏市 平成30年8月７日発生）

下水道 これまで柏市においても
陥没事故が毎年15件程度発生（～H28）

陥没事故等の抑制
事後保全型から予防保全型維持管理への移行
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官民連携導入のきっかけ（他市の事故例）

下水道 大規模陥没事故（八潮市 令和7年1月28日）

上水道 大規模漏水事故（松戸市 令和6年7月29日）

写真出典 国土交通省HP：ANN NEWS

写真出典 千葉日報HP

上水道
これまで 管路耐震化率の向上

重要な管路（基幹管路）の濁り
や陥没の未然防止
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官民連携導入のきっかけ（下水道事業）

平成２７年度まで⇒「壊れたら直す」という事後保全型の維持管理
平成２８年度から⇒「壊れる前に直す」という予防保全型の維持管理に変更
平成２８年度から⇒局ではこれを民間との連携による方法 「包括的民間委託」により実施

年度 H２８ H２９ H３０ → R４ → R９

SM計画に基づく
事前調査
（終了）

第１期
管路包括委託
（終了）

第２期
管路包括委託
（実施中）

H28/12/2 H30/2/28

実施内容
カメラ点検調査 40,662ｍ
目視調査 259,251ｍ
管口カメラ点検 5,130箇所
マンホール点検 120箇所

H30/10/2 R4/9/30

実施内容
カメラ点検調査 487,418ｍ
目視調査 96,858ｍ
改築業務 2,763ｍ

R5/1/20 R10/1/19

実施内容
カメラ点検調査 369,329ｍ（予定）
目視調査 157,908ｍ（予定）
改築業務 12,683ｍ（予定）
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導入に関する背景（国・市）及び官民の連携

管路の予防保全型維持管理への移行のために有効な施策を模索（H28～）

・直営方式・包括的民間委託・ＰＦＩ方式などから検討

・国や市の施策

人口２０万人以上の自治体はＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を優先的に検討をすることを規定

柏市では平成３０年度より官民連携手法のひとつ
包括的民間委託を導入

様々な民間の新技術や企画提案を活用

劣化ハザードマップ

浮遊式スクリーニングカメラ
路面空洞調査との連携
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従来方式との比較

従来方式に比べ様々な効果を発揮

①コスト削減効果

②精度・品質の向上（PDCAサイクル）

③事業期間の短縮（陥没等の抑制）
①約１０％のコスト削減
職員４人の削減 約４％削減
業務のパッケージ化 約６％削減
年間1億2千万円程度削減

②最大の効果：契約変更の減少

手戻り工事の減少

③概ね半分の期間で対策を完了

約２年３ヶ月短縮
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予防保全型維持管理の効果

アウトカム
目標

R元年度 R２年度 R３年度 R５年度 平均 削減率

道路陥没件数 １５ ６ ４ ７ ８ ６．３ ５８％

ツマリ件数 ９５ ３９ ３１ ２０ ４０ ３２．５ ６６％

苦情件数 ２７９ １３２ ６０ ９６ ６４ ８８．０ ６８％

事後保全型の維持管理から予防保全型維持管理へ移行した結果，それぞれの指標が約６割減少

・アウトカム目標⇒過去５ヶ年の平均値から算出（令和４年度は事業引継ぎ期間のため集計なし）
・道路陥没件数⇒主な陥没原因は各家庭からの取付管の破損
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柏市が目指すウォーターPPP（上下一体型レベル３．５）

・令和１０年１月から開始を予定している第３期ウォーターPPPでは，下水道事業だけでは無く
・上水道事業を始めとする他分野事業を含めた包括委託を検討中
・上下水道一体型，他分野連携は全国的にもまだない取り組み

柏市が目指す枠組み

第３期では
上下水道一体型のレベル3.5
を目指したいと考えています

ウォーターPPPのレベル

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

保守点検
運転管理

保守点検
運転管理

保守点検
運転管理

保守点検
運転管理

保守点検
運転管理

保守点検
運転管理

調達管理調達管理調達管理調達管理調達管理

修繕計画案
作成実施

更新計画案作成
（更新支援型）

レベル3.5

更新改築
（更新実施型）

更新改築
（更新実施型）

レベル3.5
資金調達
料金収受
計画策定

事業期間：３～５年 事業期間：原則１０年 事業期間
原則１０～２０年

包括民間委託 ウォーターＰＰＰ

修繕計画案
作成実施

修繕計画案
作成実施

修繕計画案
作成実施
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ウォーターPPPの仕組み

・水分野における公共施設を対象として，公共と民間がパートナーシップを組んで協力する
・新しい事業体系（官民連携方式）
・ウォーターＰＰＰはレベル４（コンセッション方式）とレベル3.5（更新実施型or更新支援型）の２種類
★ウォーターＰＰＰ導入が老朽化対策の令和９年度以降の国費交付の要件

・現在の柏市の包括委託は，
ほぼレベル3.5の水準
・NG項目も対応可能

４つの要件
①長期契約（原則10 年）
②性能発注
③維持管理と更新の一体マネジメント
④プロフィットシェア
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ウォーターPPPの導入スケジュール(予定)

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 ～ 令和１7年度 ～ 令和20年度

第２期包括委託（５年間：R５．１～R１０．１）

事業内容（案）決定

実施方針公表・競争的対話（Ｒ７．８月）

概算事業費算出

債務負担行為設定（Ｒ８．３月議会）

公告資料作成

次期事業者募集公告（Ｒ９．３月）

第３期ウォーターＰＰＰ（１０年間：R１０．１～R２０．１）

公募・業者選定

次期契約（Ｒ１０．１月）

国交省の支援事業

導入可能性検討

上下水道ビジョン（１０年間：R８年度～R１７年度）上下水道ビジョン策定


